
平成 30年 7月 18日 

 

貸切バス事業者安全性評価認定規程改正のお知らせ 
 

 

貸切バス事業者安全性評価認定規程を 7月 20日より一部改正いたします。 

認定事業者の皆様におかれましては、改正後の貸切バス事業者安全性評価認定

規程（別添）をご確認いただき、お間違いのないようお願いいたします。 

 

 

主な改正点 

 

（１）申請書類の作成 

 

貸切バス事業者の安全性に対する取組状況を評価・認定する制度の趣旨から、

「申請事業者以外の者が作成した書類は審査しない」ことを明記。 

 

 

（２）欠格期間の起算日の変更 

 

改正前 「事故の発生日若しくは行政処分の発令日から２年間若しくは 

１年間」 

改正後 「認定取消日から２年間若しくは１年間」 

 

 

（３）報告義務 

 

認定事業者は認定の有効期間内に事故（有責・他責を問わず）が発生若しくは

行政処分等（処分日車数３０日車以上による文書警告、自動車その他の輸送施

設の停止処分、事業の停止処分及び許可の取消処分）を受けた場合は、３０日

以内に日本バス協会に報告することを義務として明記。 
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改 正 後 改 正 前 

 

貸切バス事業者安全性評価認定規程 

 

                                                             

平成 22 年 12月 22日 制定 

平成 27 年  9月 16日 改正 

平成 28 年  1月 16日 改正 

平成 29年  1月 19日 改正 

平成 29年  6月 12日 改正 

平成 29年 12月 20日 改正 

平成 30年  6月 19日 改正 

 

１．目 的 

本規程は、公益社団法人日本バス協会（以下、「協会」という）が、貸切バ

ス事業者安全性評価認定委員会を設立し、貸切バス事業者の安全性に対する

取組状況を評価・認定し、公表することで認定事業者の安全性に対する取組

状況が利用者や旅行会社に評価され、認定事業者の安全性が向上し、貸切バ

ス業界の発展に寄与することを目的とする。 

 

２．評価・認定制度の概要 

（１）制度の位置付け 

   事業者の申請に基づく任意の制度である。 
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（２）評価・認定基準 

  ① 評価単位 

    評価単位は、法人を単位とする。 

 

  ② 申請 

  （ア）新規・更新 

     4 月中に受付け、新規は 9 月、更新は 12 月の貸切バス事業者安全性

評価認定委員会で審議・決定する。 

新規及び各種認定種別の申請時期は「申請案内書」に記載する。 

  （イ）特別申請 

a. 事故・行政処分及びその報告を怠ったことによる認定取り消しの

場合、欠格期間を満了とした事業者を対象とし、特別申請を受付け

る。 

b. 特別申請は欠格期間が満了した翌月以降の申請とし新規申請とす 

る。 

c. 評価・認定は原則年 4 回開催する貸切バス事業者安全性評価委員会 

で審議・決定する。 

  

 ③ 申請条件 

  （ア）事業許可取得後 3 年以上経過していること。 

（イ）安全性に対する取組状況における法令遵守事項に関する違反がない

こと。 

（ウ）過去 2 年間に、有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 3 号に規定する死者を生じた事故（以下「死亡事故」という。）が発

（２）評価・認定基準 

  ① 評価単位 

    評価単位は、法人を単位とする。 

 

  ② 申請 

  （ア）新規・更新 

     4 月中に受付け、新規は 9 月、更新は 12 月の貸切バス事業者安全性

評価認定委員会で審議・決定する。 

新規及び各種認定種別の申請時期は「申請案内書」に記載する。 

  （イ）特別申請 

a. 事故・行政処分及びその報告を怠ったことによる認定取り消しの

場合、欠格期間を満了とした事業者を対象とし、特別申請を受付け

る。 

b. 特別申請は欠格期間が満了した翌月以降の申請とし新規申請とす 

る。 

c. 評価・認定は原則年 4 回開催する貸切バス事業者安全性評価委員会 

で審議・決定する。 

  

 ③ 申請条件 

  （ア）事業許可取得後 3 年以上経過していること。 

（イ）安全性に対する取組状況における法令遵守事項に関する違反がない

こと。 

（ウ）過去 2 年間に、有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 3 号に規定する死者を生じた事故（以下「死亡事故」という。）が発
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生していないこと。 

（エ）過去 1 年間に、有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 3 号に規定する重傷者を生じた事故（以下「重傷事故」という。）が

発生していないこと 

（オ）過去 1 年間に、有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2

条第 4 号に規定する事故（以下「10 人以上の負傷者を生じた事

故」という。）で負傷の程度が著しい場合（注１）が発生していな

いこと。 

（カ）過去 1 年間に、有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 1 号に規定する事故（以下「転覆等の事故」という。）又は悪質な法

令違反による運行等（以下「悪質違反による運行等」注１という。）が

発生していないこと。 

（キ）過去 1 年間に１営業所１回当たり 50 日車を超える行政処分が発生

していないこと。 

（ク）過去に認定取り消しを受けた際の欠格期間に該当していないこと。 

 

注１ 10 人以上の負傷者を生じた事故で「負傷の程度が著しい場合」 

に該当するもの 

   1 日で治療を完了するものは除き、2 日以上通院する場合 

注２「悪質違反による運行等」に該当するもの 

飲酒、酒気帯び、無免許、無資格、居眠り、覚せい剤・危険ドラ

ッグ等薬物の乱用、救護義務違反、等 

   ※ 申請条件（ア）～（ク）は全て貸切バス事業に係るものを対象と 

する。 
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④ 評価方法 

  書類審査及び訪問審査 

（ア）書類審査 

   協会は、自己評価シート等、提出された書類の審査を行い、記載内 

容に疑義があるかどうか確認する。 

なお、申請事業者以外の者が作成した書類は審査しない。 

（イ）訪問審査  

協会は、評価基準に基づき訪問審査を行う。自己評価シート等提出

書類に疑義がある場合、その内容についても確認を行う。 

（ウ）委託 

協会は、書類審査、訪問審査、等を円滑に運営するため、協会が適

当と認める者に委託することができる。 

 

⑤ 評価項目 

（ア）安全性に対する取組状況 

当該評価項目では、法令で定められたレベルの「法令遵守事項」、法

令遵守事項よりも高いレベルの「上位事項」の 2 つの事項で安全性に

対する取組状況を評価する。 

（イ）事故及び行政処分の状況（事業規模は考慮しない）  

ａ．事故の状況の評価 

     過去 2 年間に有責の第一当事者となる「死亡事故」が発生しておら

ず、かつ、過去 1 年間に有責の第一当事者となる「重傷事故」、「10 人

以上の負傷者を生じた事故」で負傷の程度が著しい場合、「転覆等の事
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故」又は「悪質違反による運行等」が発生していないこと。 

ｂ．行政処分の状況の評価 

国土交通省から提供された過去2年間における行政処分の累積違反

点数で評価する。 

（ウ）運輸安全マネジメント取組状況（事業規模を考慮する） 

「安全マネジメントの実施に当たっての手引」（国土交通省）に基づ

き、事業規模毎に作成した評価基準により、PDCA と情報公開のそれ

ぞれの取組状況について評価する。 

（エ）各評価項目の評価点数は別表１のとおりとする。 

 

⑥ 認定種別 

     認定種別は一ッ星・二ッ星・三ッ星の 3 種類とする。 

［初回申請の場合］ 

      60 点以上で一ッ星の認定となる（★）。 

初回申請の場合、認定種別は全て一ッ星となる。初回から二ッ星・

三ッ星の取得はできない。 

    ［更新申請の場合（現在一ッ星を取得している場合）］ 

      80 点以上で二ッ星の認定となる（★★）。三ッ星の取得はできな

い。 

      60 点以上 79 点以下の場合は一ッ星の継続となる（★）。 

    ［更新申請の場合（現在二ッ星を取得している場合）］ 

      80 点以上で三ッ星の認定となる（★★★）。 

      60 点以上 79 点以下の場合は一ッ星の認定となる（★）。 

二ッ星の認定が継続されることはない。 

故」又は「悪質違反による運行等」が発生していないこと。 

ｂ．行政処分の状況の評価 

国土交通省から提供された過去 2年間における行政処分の累積違反

点数で評価する。 

（ウ）運輸安全マネジメント取組状況（事業規模を考慮する） 

「安全マネジメントの実施に当たっての手引」（国土交通省）に基づ

き、事業規模毎に作成した評価基準により、PDCA と情報公開のそれ

ぞれの取組状況について評価する。 

（エ）各評価項目の評価点数は別表１のとおりとする。 

 

⑥ 認定種別 

     認定種別は一ッ星・二ッ星・三ッ星の 3 種類とする。 

［初回申請の場合］ 

      60 点以上で一ッ星の認定となる（★）。 

初回申請の場合、認定種別は全て一ッ星となる。初回から二ッ星・

三ッ星の取得はできない。 

    ［更新申請の場合（現在一ッ星を取得している場合）］ 

      80 点以上で二ッ星の認定となる（★★）。三ッ星の取得はできな

い。 

      60 点以上 79 点以下の場合は一ッ星の継続となる（★）。 

    ［更新申請の場合（現在二ッ星を取得している場合）］ 

      80 点以上で三ッ星の認定となる（★★★）。 

      60 点以上 79 点以下の場合は一ッ星の認定となる（★）。 

二ッ星の認定が継続されることはない。 
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［更新申請の場合（現在三ッ星を取得している場合］ 

80 点以上で三ッ星の継続となる（★★★）。 

60 点以上 79 点以下の場合は一ッ星の認定となる（★） 

 

 

（参考） 

 

注：認定の取り消しを受けた事業者、又は更新を受けなかった事業者が 

再度申請する場合は、初回申請として扱う。  

⑦ 認定基準  

（ア）100 点満点中 60 点以上で認定する。 

（イ）各大項目には基準点が設定されており、一つでも基準点を下回る項

目がある場合は、合計得点が 60 点以上でも不合格とする。 

 

 

 

 

別表１ 

［更新申請の場合（現在三ッ星を取得している場合］ 

80 点以上で三ッ星の継続となる（★★★）。 

60 点以上 79 点以下の場合は一ッ星の認定となる（★） 

 

 

（参考） 

 

注：認定の取り消しを受けた事業者、又は更新を受けなかった事業者が 

再度申請する場合は、初回申請として扱う。  

⑦ 認定基準  

（ア）100 点満点中 60 点以上で認定する。 

（イ）各大項目には基準点が設定されており、一つでも基準点を下回る項

目がある場合は、合計得点が 60 点以上でも不合格とする。 

 

 

 

 

 

 

別表１ 
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 注 基準点とは、各評価項目において最低限必要となる点数である。 

注 行政処分の点数は、配点－累積点数（配点を超える場合には 0 

点）であるため、基準点は設定しない。 

 

（３）有効期間 

  ① 新規及び更新に係る認定について、認定後 2 年間とし、翌々年の 12 月

末まで有効とする。 

ただし、三ッ星取得後、1回目の更新の際に 90 点以上の得点の事業者

は 4 年間とする。 

  ② 特別申請に係る認定について、9月及び 12月に認定した場合、翌々年

の 12月末まで有効とし、次回は通常の更新申請となる。また、3月及び

6月に認定した場合、翌年の 12月末まで有効とし次回は通常の更新申請

となる。 

 

（４）認定の取消基準（事業規模は考慮しない） 

以下のいずれかに該当する場合、認定を取り消す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１ 

 

注 基準点とは、各評価項目において最低限必要となる点数である。 

注 行政処分の点数は、配点－累積点数（配点を超える場合には 0 

点）であるため、基準点は設定しない。 

 

（３）有効期間 

  ① 新規及び更新に係る認定について、認定後 2 年間とし、翌々年の 12 月

末まで有効とする。 

ただし、三ッ星取得後、1回目の更新の際に 90 点以上の得点の事業者

は 4 年間とする。 

  ② 特別申請に係る認定について、9月及び 12月に認定した場合、翌々年

の 12月末まで有効とし、次回は通常の更新申請となる。また、3月及び

6月に認定した場合、翌年の 12 月末まで有効とし次回は通常の更新申請

となる。 

 

（４）認定の取消基準（事業規模は考慮しない） 

以下のいずれかに該当する場合、認定を取り消す。 
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なお、認定取消を行う場合にあっては、事前に当該事業者に対して弁明

の機会を与えた上で、委員会の決定により取消を行う。 

（ ）内は、2．(2)③申請条件の（ク）の欠格期間とする。 

（ア）不正申請等により、評価・認定を受けたことが確認された場合。

（認定取消日から 3 年間） 

（イ）有効期間内に有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 3 号に該当する「死亡事故」が発生した場合。（認定取消日から 2

年間） 

（ウ）有効期間内に有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 3 号に該当する「重傷事故」が発生した場合。（認定取消日から 1

年間） 

（エ）有効期間内に有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 4 号に該当する「10 人以上の負傷者を生じた事故」で負傷の程度

が著しい場合。（認定取消日から 1 年間） 

（オ）有効期間内に、有責・他責を問わず、「死亡事故」、「重傷事故」、

「10 人以上の負傷者を生じた事故」、「転覆等の事故」又は「悪質違

反による運行等」が発生したり、30 日車以上の行政処分等（警告を

含む）を受けたにもかかわらず、故意に 30 日以内に日本バス協会

に報告しなかった場合。（認定取消日から 2 年間） 

（カ）有効期間内に、１営業所１回当たり 50 日車を超える行政処分を

受けた場合。（認定取消日から 1 年間） 

（キ）有効期間内に、事業者の責めに帰する「転覆等の事故」又は「悪

質違反による運行等」が発生した場合。（認定取消日から 1 年間） 

（ク）有効期間内に、認定事業者から認定辞退の申出があった場合。た

なお、認定取消の処分については、事前に当該事業者に対して弁明の機 

会を与える。 

 

（ ）内は、2．(2)③申請条件の（ク）の欠格期間とする。 

（ア）不正申請等により、評価・認定を受けたことが確認された場合。

（認定取消日から 3 年間） 

（イ）有効期間内に有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 3 号に該当する「死亡事故」が発生した場合。（事故の発生日から

2 年間） 

（ウ）有効期間内に有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 3 号に該当する「重傷事故」が発生した場合。（事故の発生日から

1 年間） 

（エ）有効期間内に有責の第一当事者となる自動車事故報告規則第 2 条

第 4 号に該当する「10 人以上の負傷者を生じた事故」で負傷の程度

が著しい場合。（事故の発生日から 1 年間） 

（オ）有効期間内に、有責・他責を問わず、「死傷事故」、「転覆等の事故」

又は「悪質違反による運行等」が発生したり、30 日車以上の行政処

分を受けたにもかかわらず、30 日以内に日本バス協会に報告しなか

った場合。（事故の発生日又は行政処分の発令日から 2 年間） 

 

（カ）有効期間内に、１営業所１回当たり 50 日車を超える行政処分を

受けた場合。（行政処分の発令日から 1 年間） 

（キ）有効期間内に、事業者の責めに帰する「転覆等の事故」又は「悪

質違反による運行等」が発生した場合。（事故の発生日から 1 年間） 
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だし、（ア）から（キ）に該当する場合は認定を取り消す。 

 

※1.申請受付日から認定までの間に、上記の認定の取消条件(ア)～(ク)に

該当する事象が発生した場合も、失格として審査を中止する。 

※2.複数の認定の取消条件に該当する場合、欠格期間は最も期間の長い 

ものを適用する。 

※3.認定の取消条件（ア）～（ク）は, 全て貸切バス事業に係るものを対 

象とする。 

 

 

（５）再評価 

  ① 認定の有効期間内において、二ッ星、三ッ星認定事業者に限り「認定

の取消条件」の（ウ）に該当する「重傷者を生じた事故」について、「重

傷者を生じた事故が 5人未満」の場合及び（エ）に該当する「10人以上

の負傷者を生じた事故」で負傷の程度が著しい場合で、「11 日以上の医

師の治療を要する傷害を受けた者が 10人以上いる場合」以外は、事業者

の申請に基づいて、当該事業者に対して再評価の手続きに入る。ただし、

（オ）（カ）（キ）に該当する場合は除く。 

② 再評価は事故発生日から 30日以内の申請とする。 

③ 次の方法により再評価を行った上、委員会の決定により認定種別の降

格及び取消を行う。  

（再評価の方法） 

（ア）訪問審査を再度実施し、安全性に対する取組み状況の確認を行 

う。 

（ク）有効期間内に、認定事業者から認定辞退の申出があった場合。た

だし、（ア）から（キ）に該当する場合は認定を取り消す。 

 

※1.申請受付日から認定までの間に、上記の認定の取消条件(ア)～(ク)に

該当する事象が発生した場合も、失格として審査を中止する。 

※2.複数の認定の取消条件に該当する場合、欠格期間は最も期間の長い 

ものを適用する。 

※3.認定の取消条件（ア）～（ク）は, 全て貸切バス事業に係るものを対 

象とする。 

 

（５）再評価 

  ① 認定の有効期間内において、二ッ星、三ッ星認定事業者に限り「認定

の取消条件」の（ウ）に該当する「重傷者を生じた事故」について、「重

傷者を生じた事故が 5人未満」の場合及び（エ）に該当する「10人以上

の負傷者を生じた事故」で負傷の程度が著しい場合で、「11 日以上の医

師の治療を要する傷害を受けた者が 10人以上いる場合」以外は、事業者

の申請に基づいて、当該事業者に対して再評価の手続きに入る。ただし、

（オ）（カ）（キ）に該当する場合は除く。 

② 再評価は事故発生日から 30 日以内の申請とする。 

③ 次の方法により再評価を行った上、委員会の決定により認定種別の降

格及び取消を行う。  

（再評価の方法） 

（ア）訪問審査を再度実施し、安全性に対する取組み状況の確認を行 

う。 
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（イ）再評価減点として 5点減点し、「事故の実績（配点 10点）」を 0

点として得点を計算し直す。よって、現取得点数から 15点減点す

る。 

（ウ）再評価が 80点以上の場合は二ッ星とし、60点から 79点までは

一ッ星とする。 

（エ）再評価が 60点未満の場合は、認定を取消す。 

（オ）再評価の対象事業者は少なくともワンランク降格する。 

（カ）再評価制度を活用できるのは、有効期間内に 1回限りとする。 

④ 再評価は原則年 4回開催する貸切バス事業者安全性評価認定委員会で 

審議・決定する。 

⑤ 再評価による認定の有効期間は 1年間とする。 

⑥ 再評価による認定の場合、有効期間を満了した事業者を対象とし、更

新申請を受け付ける。この場合の申請は、有効期間が満了する月の前々

月の申請とし、原則年 4 回開催する貸切バス事業者安全性評価認定委員

会で審議・決定する。 

 

（６）降格等 

認定の有効期間内において、1 営業所 1 回当たり 30 日車以上 50 日車

以下の行政処分等（警告を含む）を受けた場合、認定種別の降格等を行

う。 

なお、認定種別の降格等を行う場合にあっては事前に当該事業者に対 

して弁明の機会を与えた上で、委員会の決定により降格等を行う。 

（ア）新規申請及び一ツ星認定事業者は、次回の書類審査で、「別表 1

Ⅱ．事故及び行政処分の状況２．行政処分」は 0点と評価する。 

（イ）再評価減点として 5点減点し、「事故の実績（配点 10点）」を 0

点として得点を計算し直す。よって、現取得点数から 15点減点す

る。 

（ウ）再評価が 80点以上の場合は二ッ星とし、60点から 79点までは

一ッ星とする。 

（エ）再評価が 60点未満の場合は、認定を取消す。 

（オ）再評価の対象事業者は少なくともワンランク降格する。 

（カ）再評価制度を活用できるのは、有効期間内に 1回限りとする。 

④ 再評価は原則年 4回開催する貸切バス事業者安全性評価認定委員会で 

審議・決定する。 

⑤ 再評価による認定の有効期間は 1年間とする。 

⑥ 再評価による認定の場合、有効期間を満了した事業者を対象とし、更

新申請を受け付ける。この場合の申請は、有効期間が満了する月の前々

月の申請とし、原則年 4 回開催する貸切バス事業者安全性評価認定委員

会で審議・決定する。 

 

（６）降格等 

認定の有効期間内において、1 営業所 1 回当たり 30 日車以上 50 日車

以下の行政処分等を受けた場合、認定種別の降格等を行う。 

 

 

 

 

（ア）新規申請及び一ツ星認定事業者は、次回の書類審査で、「別表 1
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（イ）二ツ星、三ツ星認定事業者は、ワンランク降格する。 

（ウ）三ツ星 4年更新事業者はワンランク降格の上、2年更新とする。 

  ただし、2 年更新の申請受付期間を過ぎている場合は、直近の申請

受付期間にて更新申請をする事業者と同じ有効期間として取扱う。 

 

（７）再審査 

書類審査にて一部法令遵守事項を満たせない項目があるものの、その 

内容が運行管理及び整備管理において安全の確保に問題がない場合に

ついては、再審査を実施し、委員会の審議により認定種別を決定する。 

 

（８）認定後のフォローアップ 

認定後に点数の低い事業者に対し、評価認定委員会事務局は申請に

応じて安全性の取り組み内容を指導し、さらなる安全性の向上を図

る。  

 

３．報告義務 

認定を受けた事業者は、認定の有効期間内に、有責・他責を問わず「死

亡事故」、「重傷事故」、「10人以上の負傷者を生じた事故」、「転覆等の事

故」又は「悪質違反による運行等」が発生若しくは 30日車以上の行政処

分等（警告を含む）を受けた場合は、事故の発生日又は行政処分等（警

告を含む）の効力発生日から 30日以内に日本バス協会に報告すること。 

 

４．規程の改正 

本規程の改正は、貸切バス事業者安全性評価認定委員会の審議を経て、

Ⅱ．事故及び行政処分の状況２．行政処分」は 0点と評価する。 

（イ）二ツ星、三ツ星認定事業者は、ワンランク降格する。 

 

 

 

 

（７）再審査 

書類審査にて一部法令遵守事項を満たせない項目があるものの、その

内容が運行管理及び整備管理において安全の確保に問題がない場合につ

いては、再審査を実施し、委員会の審議により認定種別を決定する。   

 

（８）認定後のフォローアップ 

認定後に点数の低い事業者に対し、評価認定委員会事務局は申請に

応じて安全性の取り組み内容を指導し、さらなる安全性の向上を図

る。  

 

（新設） 

 

 

 

 

 

３．規程の改正 

本規程の改正は、貸切バス事業者安全性評価認定委員会の審議を経て、



12 

 

委員の 3分の 2以上の委員が出席し、その 3分の 2以上の議決をもって

行う。 

 

５．委員会 

貸切バス事業者安全性評価認定委員会は、別途、設置・運営規程に基づ 

いて設置する。 

附 則 

１．本規程は、平成 27年 9 月 16 日に改正し、同日より施行する。 

２．本規程は、平成 28年 1月 16日に改正し、4月 1日から施行する。 

３．本規程は、平成 29年 1月 19日に改正し、4月 1日から施行する。 

４．本規程は、平成 29年 6月 12日に改正し、7月 1日から施行する。 

５．本規程は、平成 29年 12月 20日に改正し、同日より施行する。 

６．本規程は、平成 30年 6月 19日に改正し、7月 20日より施行する。 

委員の 3分の 2以上の委員が出席し、その 3分の 2以上の議決をもって

行う。 

 

４．委員会 

貸切バス事業者安全性評価認定委員会は、別途、設置・運営規程に基づ 

いて設置する。 

附 則 

１．本規程は、平成 27年 9 月 16 日に改正し、同日より施行する。 

２．本規程は、平成 28年 1月 16日に改正し、4月 1日から施行する。 

３．本規程は、平成 29年 1月 19日に改正し、4月 1日から施行する。 

４．本規程は、平成 29年 6月 12日に改正し、7月 1日から施行する。 

５．本規程は、平成 29年 12月 20日に改正し、同日より施行する。 

 

 

 


